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日本ソフトウェア科学会第 40 回大会 (2023 年度) 講演論文集

段階的再構築における依存関係分析を用いた
費用対効果の試算

横井 一輝　崔 恩瀞　吉田 則裕　岡田 譲二　肥後 芳樹
数十年稼働してきたソフトウェアシステムを刷新する，モダナイゼーションの需要は大きい．モダナイゼーションの
失敗リスクを低減する戦略として，システムの一部を切り出す段階的再構築が提案されている．しかし段階的再構築
では，旧システムと新システムを組み合わさることによる複雑性が生じるため，再構築コストが増大する傾向があ
る．さらに，企業におけるモダナイゼーションでは，事前に再構築の効果を顧客に説明する必要があるため，計画段
階で段階的再構築の費用対効果を見積もることが重要である．そこで，本稿ではシステムの依存関係分析を通じて段
階的再構築における費用対効果を事前に試算する手法を提案する．提案手法は，システムの規模と依存関係の情報を
考慮し，費用として再構築に必要な工数を，効果として削減可能な保守開発工数を試算する．評価実験では，過去に
段階的再構築を実施した事例に提案手法を適用し，実際の工数と比較した．

1 はじめに
数十年稼働してきたソフトウェアシステムを刷新
し，ビジネス上の変化への迅速な対応や保守コスト
の削減を目的とするモダナイゼーションの需要は大
きい．対象となるシステムは，ビジネス上重要である
場合が多く，失敗が許されない場合が多い．モダナイ
ゼーションの失敗リスクを低減する戦略として，シス
テムの一部を切り出す段階的再構築が提案されてい
る [2]．段階的再構築では，徐々に旧システムを新シ
ステムに置き換えることで，移行失敗のリスクを抑え
ながらモダナイゼーションを完了できる．
段階的再構築は移行失敗のリスクを低減する一方
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で，旧システムと新システムが組み合わさることに
よる複雑性が生じるため，再構築コストが増大する
傾向がある．さらに，企業におけるモダナイゼーショ
ンでは，事前に再構築の効果を顧客に説明する必要が
あるため，計画段階で段階的再構築の費用対効果を見
積もることが重要である．
しかし，段階的再構築の費用対効果を計画段階で見
積もることは困難である．なぜなら，開発前の計画段
階では設計書がまだ存在しないため，開発に必要な費
用や得られる効果を正確に把握できないためである．
また，段階的再構築の困難さを早期に定量的に把握す
ることが難しく，再構築コストが計画段階よりも大き
く超過してしまう．著者らが所属する企業における再
構築プロジェクトにおいても同様の問題により，計画
段階より再構築コストが大きく超過した事例が存在
する．
そこで，本稿ではシステムの依存関係分析を通じて
段階的再構築における費用対効果を事前に試算する
手法を評価する．過去に段階的再構築を実施した金融
系基幹システムを対象に，費用と効果を試算すること
で，依存関係分析を用いた見積手法の実績値との乖離
率を検証する．
以降，2章では，本研究の背景について述べる．3



章では，本研究で評価対象とした段階的再構築を実施
したシステムについて述べる．4章では，本研究にお
ける見積手法について述べる．5章では，評価実験に
ついて述べる．6 章では，関連研究について述べる．
最後に，7章でまとめと今後の課題について述べる．

2 背景
2. 1 段階的な再構築
システム全体を一度で再構築する戦略であるビッグ
バンアプローチは，移行失敗のリスクが高い．ビッグ
バンアプローチの移行失敗のリスクを回避するため，
Brodieらは Chicken-Little戦略という段階的な移行
戦略を提案した [2]．Chicken-Little 戦略の中心的な
考え方は，旧システムと新システムからなる複合シス
テムを構築することである．この旧システムと新シ
ステムは，ゲートウェイを介して連携する．最初に，
旧システムの一部が新システムに置き換えられ，ゲー
トウェイが新システムにリクエストをルーティングす
る．そして，徐々に旧システムを新システムに置き換
える割合を増やしていく．これにより，新システムは
徐々に拡大し，段階的な移行が実現する．
Chicken-Little戦略は移行失敗のリスク低減する一
方で，複合システムとしての複雑性に伴うリスクが増
大する．そのリスクを次に示す．
1. 旧システムと新システム間の通信制御が複雑に
なる．

2. 旧システムと新システムのデータ整合性の維持
が困難になる．

これらリスクに対応するため，旧システムと新システ
ムを連携するグルーコードが必要になる．グルーコー
ドとは，異なるソフトウェアコンポーネントやシステ
ム間での連携を可能にするコード片やスクリプトを
指す．これにより，独立して開発されたコンポーネン
トやシステムを連携して機能するようにできる．段階
的再構築では，旧システムと新システムで異なる技
術スタックやプラットフォーム間の連携が必要になる
ため，グルーコードによってシステム間の通信制御や
データ整合性制御が必要である．そのため，段階的再
構築ではグルーコードの開発コストが追加で発生し，
システム全体での開発コストの合計は増大する．

2. 2 見積もり
見積りでは，時期によって最終的な実績値と比較し
て誤差が発生する．特に開発初期の計画段階ではプロ
ジェクト全体に不明確な点が多いため，誤差が大きく
なる傾向にある．しかし，予算獲得などのおおよその
計画を立てるために，早い時期での見積りは必要であ
る．そのため，見積りの不確実性を事前に評価して関
係者の間で共有し，適切なタイミングで再見積もりを
実施することが重要である．本研究では，開発初期の
計画段階における見積りを対象とする．
見積もり作業では，規模，工数，工期，品質（信頼
性，性能など），コストなどのさまざまな要素を見積
もる [15]．見積もりは，類推法，積み上げ法，パラメ
トリック法の 3つに大きく分類される．
類推法とは，過去の類似プロジェクトの実績を基礎
に見積る方法である．類推方は簡便でシステム開発初
期の見積りに適している一方で，過去の実績プロジェ
クトについてその背景や制約，特徴などが明らかでな
いと適用が困難である．情報処理推進機構が開発規
模，工数などの実績値を公開している [16]が，段階的
再構築の分類がなく，類推法を使った段階的再構築の
見積は難しい．
積み上げ法は，プロジェクトの成果物の構成要素を
洗い出し，それぞれに必要な工数などを見積って積み
上げる方法である．積み上げ法は見積もり精度が高
い一方で，プロジェクトの構成要素としての作業項目
をWBS（Work Breakdown Structure），成果物の
構成要素としてのサブシステムやコンポーネントな
どを事前に洗い出しておく必要がある．したがって，
不確実なものが多い初期見積りでは難しい．
パラメトリック法は，工数などを目的変数として，
説明変数に規模や要因などを設定し，数学的な関数と
して表す方法である．パラメトリック法では，工数と
規模が正比例（工数 = α ×規模）するもの，工数と
規模の累乗が比例（工数 = α×規模β）するものが主
に利用されている．工数と規模の累乗が比例する関係
式は，COCOMO 法でも採用されている．独立行政
法人情報処理推進機構では，工数と規模が正比例する
パラメトリック法の考え方に則ってソフトウェア開発
の定量データを収集，分析し，公開している [16]．本



項では，このデータを用いてパラメトリック法で工数
を見積もる方法を説明する．

3 ケーススタディ：段階的再構築を実施した
システム

本研究では，過去に段階的再構築を実施したシステ
ムを対象に評価を行った．再構築前のシステム概要は
以下のとおりである．
概要 金融系基幹システム
システム区分 バッチシステムおよびオンラインシ
ステム
言語区分 オープン COBOL

システム規模 約 4.6MSLOC（COBOLのみ対象）
再構築では，上記のシステムから約 870KLOC を
一部機能を Javaプログラムとして切り出し，段階的
再構築を実施した．しかし，当プロジェクトでは段階
的再構築の複合システムとしての複雑性リスクを計画
時点で十分に認識できておらず，計画時点の試算結果
を実績値が 27.5%超過することとなった．また，保守
性が向上することを目的として段階的再構築を実施
したが，再構築前後の開発実績を比較したところ必ず
しも保守性が向上したとは言い難い結果が得られた．
再構築前後の開発実績の統計値を表 1に示す．本研
究では，再構築前 21件，再構築後 10件の保守開発
案件を集計対象とした．再構築前では COBOLの基
幹システム，再構築後では切り出し対象となったサブ
システムを保守対象とする案件に絞り込み，そこから
製造規模，テスト規模，開発生産性が正しく記録され
ていない案件を除外した．
開発実績では，以下の 3 項目に対して平均値と中
央値の両方で集計した．
結合テスト 1規模 1回目の結合テストでテスト対
象となるソースコード規模．1回目は 2回目より
レベルが小さく，単体テストに近い．
結合テスト 2規模 2回目の結合テストでテスト対
象となるソースコード規模．2回目は 1回目より
レベルが大きく，システムテストに近い．
開発生産性 製造規模あたりの開発工数．単位は
KLOC/人月．開発工数は基本設計からシステム
テストまでの工数の合計．

テスト規模は値が小さいほど影響範囲が小さいこ
とを示し，保守性が向上していることを示す．開発生
産性は値が大きいほど 1 人月あたりの実装行数が大
きいことを示しており，保守性が向上していることを
示す．再構築前後で開発要件は一致しない．そのため
再構築前後で 1 案件あたりの開発要件に違いが大き
いと，1案件あたりの開発工数の統計値を比較した際
に，開発要件の影響を受ける懸念がある．そのため，
本研究では開発工数を製造規模で割った開発生産性を
比較する．結合テスト 2 規模の中央値では増減率が
正に，開発生産性の平均値と中央値はどちらも増減率
が負になっており，必ずしも段階的再構築により保守
性が向上したとは確認できない．
計画時点の試算結果を実績値が超過したことと，段

階的再構築による保守性向上効果が充分に得られな
かった経験から，当社では段階的再構築の費用および
効果を計画段階で試算することに課題を抱えている．
しかし，情報処理推進機構など社外の公開情報を調査
しても，段階的再構築の開発事例は公開されていな
い．また，見積り手法やリファクタリングの費用対効
果試算に関する既存研究はいくつかあるが，段階的
再構築における費用対効果試算の研究は行われてい
ない．そこで本研究では，段階的再構築案件では現行
システムのソースコードを入手できることに着目し，
ソースコード上の依存関係分析により費用対効果を
試算する方法を調査した．

4 本研究における見積手法
本研究では，依存関係分析によりプログラム間の依

存グラフを作成し，作成した依存グラフをもとに段階
的再構築の費用と効果を試算する．本章では最初に依
存グラフについて説明し，費用試算，効果試算につい
て説明する．

4. 1 依存グラフ
まず本稿で用いる依存グラフについて述べる．ソ

フトウェアの構成要素であるコードエンティティ（メ
ソッドや関数など）やデータエンティティ（データ
ベースのテーブルやグローバル変数など）をノードと
し，ノード間の依存関係を辺（本稿では，辺はすべて



表 1 段階的再構築前後の開発実績の統計値

再構築前 再構築後 増減率
案件数 21件 10件 -

平均値 結合テスト１規模 [KLOC] 22.75 21.24 -7%

結合テスト 2規模 [KLOC] 24.04 23.28 -3%

開発生産性 [KLOC/人月] 0.27 0.19 -30%

中央値 結合テスト１規模 [KLOC] 14.78 13.53 -8%

結合テスト 2規模 [KLOC] 17.77 21.49 +21%

開発生産性 [KLOC/人月] 0.24 0.19 -21%

有向辺）とするグラフ構造で表したものを依存グラ
フと呼ぶ [13]．依存関係には，コール依存やデータ依
存など様々な種類があり，この種類を「関係タイプ」
と呼ぶ．

4. 2 費用試算
費用試算では，段階的再構築する際の開発工数を試
算する．工数見積もりでは，試算した工数に対して人
月単価を掛け合わせることで金額に換算することが
可能である．
システム全体を再構築する場合，システム全体の規
模に対して再構築の生産性を掛けることでパラメト
リック法に従い開発工数を試算する．段階的再構築で
はシステムの一部を切り出して再構築するが，切り出
す範囲の規模に生産性を掛けるだけでは，工数見積も
りが実績値より少ない試算値となった事例があった．
そこで本研究では，新システム，旧システム，グルー
コードの開発工数の合計によって段階的再構築の開発
工数を求める手法を提案する．
新システムと既存システムは，切り出し前のシステ
ム規模と開発生産性により，開発工数を求める．一方
で，グルーコードの開発工数の見積もりに，依存グラ
フを用いる．本稿では，グルーコードの開発工数の見
積もり方を中心に説明する．
4. 2. 1 費用試算の手順
グルーコードの開発工数 E は，次の式で求める．

E = α×
∑
d∈D

NdLd (1)

ここでは，Nd は新システムと旧システムをまたが

る依存関係 dの本数，Ld は依存関係 d1本あたりの
グルーコードの実装行数，α は生産性（人月/規模）
を意味する．これらを，依存関係の種類 d ごとに合
計する．
新システムを旧システムから切り出す場合，新シ
ステムと旧システム間の依存関係が分断される．例
えば，切り出し前は関数呼び出しでつながっていた場
合，切り出し後はネットワーク経由の通信となる．そ
のため通信方式を変換するための連携部品を開発す
るコストが発生する．
「依存関係 1本あたりのグルーコード実装行数」と

「生産性」は，既存システムと新システムのアーキテ
クチャにより変動する．これらの試算は，過去の開発
実績を元に試算したり，PoCでグルーコードを開発
してデータを集めたりすることで数値を決定する．

4. 3 効果試算
モダナイゼーションの効果はさまざまなものがある
が，本研究では段階的再構築後の保守開発工数の削減
率を効果として試算する．保守開発工数を削減する
ことで，保守開発期間の短期化や保守開発コストの
削減につながる．これにより，1回あたりの保守開発
期間が短くなることで開発アジリティが向上したり，
保守開発コストの削減されることで他の IT分野へ投
資が行いやすくなったりなど，モダナイゼーションの
効果につながる．
効果試算では，段階的再構築の後に 1 回あたりの
保守開発工数をどれだけ削減できるかを効果として
試算する．
一般に，ソフトウェア保守では理解とテストの労力



が大きいと言われており [7] [4] [10] [6]，その労力が影
響範囲に強い影響を受けることがわかっている [8] [1]．
そのため，保守開発工数の削減率は影響範囲の削減率
から大きな影響を受けると考えられる．
影響範囲とは，一部のプログラムを変更した場合
に，その変更が他のプログラムにも影響を及ぼす範囲
を意味する．影響範囲が広いほど，プログラムを理解
しテストする範囲が広がるため，保守開発工数も増大
する．段階的再構築によってシステムを切り出すこと
で，この影響範囲の縮小率を求め，それによる保守開
発工数の削減率を効果として見積もる．
4. 3. 1 効果試算の手順
保守開発工数の削減率 Rは，次の式で求める．

R = 1−
∑

m∈M
PmImp′m∑

m∈M
PmImpm

(2)

ここでは，M はシステム全体のモジュール集合，
Pm はモジュール集合M に含まれるあるモジュール
mが一度の保守開発で変更される確率，Impm は再
構築前のモジュールmの影響範囲，Imp′m は再構築
後のモジュールmの影響範囲を意味する．
式 2 では，あるモジュールが変更される確率とそ
のモジュールの影響範囲をかけあわせることで，シス
テム全体での影響範囲の期待値を求める．なぜなら，
1回の保守開発で全てのモジュールが変更されること
はないからである．たとえば，頻繁に変更されるモ
ジュールは影響範囲を小さくする効果は高く，めった
に変更されないモジュールは影響範囲を小さくする
効果は少ない．したがって，式 2では各モジュールの
変更確率を考慮する．本研究において変更確率 P (m)

は，モジュール mの規模がシステム全体の規模の中
で占める割合により求める．これは，規模が大きい
モジュールは変更される確率が高く，規模が小さいモ
ジュールは変更される確率が低いという仮定 [9]に基
づいている．
再構築後の影響範囲の期待値は，新システムと旧シ
ステムをまたがる依存関係がなくなるものとして試
算する．例えば，切り出し前は関数呼び出しで依存関
係のあるモジュールが，切り出し後はネットワーク経
由の通信となる場合，一般的にモジュール間の結合度

は弱くなりテストが行いやすくなる．そのため影響範
囲の期待値は小さくなる．
以上により，再構築前と再構築後の影響範囲の期待
値の縮小率から，保守開発工数の削減率を効果として
求めることができる，

5 評価実験
5. 1 評価目的とリサーチクエスチョン
評価目的は，本研究で提案する見積りモデルがどれ
だけ正確か調査することである．4章で説明した見積
手法のことを，以降では提案手法という．
そこで，本実験では次の 2つのリサーチクエスチョ
ンを設定した．

RQ1 費用試算結果と実績値の乖離はどれくら
いか？

RQ2 効果試算結果と実績値の乖離はどれくら
いか？

この 2 つのリサーチクエスチョンを解くことで，費
用試算と効果試算の 2 つの観点から依存関係分析を
用いた見積手法の正確性を評価する．

5. 2 評価方法
5. 2. 1 評価 1：費用試算結果の評価
RQ1に回答するため，過去に段階的再構築を行っ
たシステムに対して提案手法を適用して開発規模を
試算し，実績値との乖離を評価する．
最初に，対象システムに対して依存関係解析を行
い依存グラフを作成する．依存グラフの頂点はファイ
ル，辺は呼び出し関係とする．COBOL プログラム
では，ファイル単位でプログラムにコンパイルされ，
CALL 文を使って他プログラムを呼び出す．依存関
係解析を行うことで，どの COBOLプログラムから
どの COBOLプログラムを呼び出しているかを解析
できる．
依存グラフを作成した次は，新システムとして切り
出して再構築するプログラムと，旧システムとして残
すプログラムに分類する．実際に評価対象システムに
て再構築の切り出し対象として選定された COBOL

プログラムを，本実験においても切り出し対象として
選定した．そして，新システムとして切り出し対象の



プログラムと，旧システムに残すプログラム間で跨る
依存関係の本数を集計した．
最後にシステム全体の開発規模は，新システム，旧
システム，グルーコードの開発規模の合計で求める．
新システムおよび旧システムの開発規模は，検証対象
プロジェクトの計画時点の試算を再利用する．検証対
象プロジェクトでは，計画時点では段階的再構築の際
にグルーコードを開発する必要性を認識できておら
ず，新システムの旧システムの開発規模のみを試算し
た．そのため，本評価実験では計画時点の試算を再利
用する．グルーコードの開発工数は，4. 2. 1項で述べ
た式（1）より求める．ただし，今回は工数見積もり
ではなく規模見積りで評価するため，生産性 αは計
算に含めない．
正確性の評価では，開発規模の実績値 3,691KLOC

に対して，コストモデルの試算結果がどれだけ乖離し
ているか評価する．また，対象システムの計画段階当
時の試算 2,675KLOC と比較して，提案手法とどち
らが実績値との乖離率が小さいか評価する．費用試算
結果の乖離率は次の式で求める．

乖離率 =
試算値−実績値

実績値 (3)

5. 2. 2 評価 2：効果試算結果の評価
RQ2に回答するため，過去に段階的再構築を行っ
たシステムに対して提案手法を適用し，テスト規模
の削減量を試算し，実績値との乖離を評価した．テ
スト工程は開発工程の中で占める割合が大きく，開発
工程全体へ与える影響が大きい．テスト規模に比例
してテスト工程の工数は増減するという仮定のもと，
テスト規模の削減量を試算する．
最初に，対象システムに対して依存関係解析を行い
依存グラフを作成し，新システムとして切り出して再
構築するプログラムと，旧システムとして残すプログ
ラムに分類する．ここまでは 5. 2. 1項と同様である．
そして 4. 3. 1項で述べた式（2）より，再構築前後の
影響範囲の期待値を求める．
表 1 で示した再構築前の各開発実績に対して，上
で求めた削減率を掛け合わせることで，再構築後の値
を試算する．その後，再構築後の各開発実績と試算結
果を比較することで，試算結果がどれだけ乖離してい

表 2 費用試算：段階的再構築の開発規模

値 乖離率
コストモデルの試算 3,880KLOC +5.1%

計画時点の試算 2,675KLOC -27.5%

実績値 3,691KLOC -

るか評価する．効果試算結果の乖離率も，費用試算の
乖離率と同様の式で求める．

5. 3 評価結果と考察
5. 3. 1 評価 1：費用試算結果の評価結果
新システムから旧システムへの呼び出し関係は

3,431本，旧システムから新システムへのよびだし関
係は 80本，合計してシステム間を跨る呼び出し関係
は 3,511本となった．また，プログラム 1個あたりの
SLOC規模は，343.3SLOCだった．これにより，グ
ルーコードの開発規模は，1,205SLOCと試算できる．
試算したグルーコードの開発規模と，グルーコード
を含んでいない計画時点の試算 2,675KLOC を合計
することで，システム全体の開発規模は 3,880KLOC

という試算結果が得られた．
試算結果と実績値の比較を表 2に示す．提案手法の
コストモデルで試算した開発規模は 3,880KLOC と
なった．実際の開発規模の実績値 3,691KLOCと比較
すると，乖離率は+5.1%であった．
5. 3. 2 評価 1：費用試算結果に対する考察
表 2 より，提案手法のコストモデルで試算した開
発規模は，実際の開発規模の実績値と比較して乖離
は+5.1%であった．プロジェクト計画時点の試算結果
は，実績値との乖離が-27%だったことから，提案手
法を用いた方がより実績値に近い試算結果が得られ
た．計画時点では段階的再構築のコスト増大要因を認
識できておらず，グルーコードの開発規模を計画時点
の試算に入れていなかった．そのため，プロジェクト
計画時点の試算結果にグルーコードの開発規模を足
し合わせることで，実績値により近い試算結果が得ら
れたと考える．



RQ1への回答� �
提案手法の試算結果と実績値の乖離は+5.1%で，
プロジェクト計画時点の試算結果より乖離の少
ない試算ができた．� �
5. 3. 3 評価 2：効果試算結果の評価結果
再構築前の影響範囲の期待値は 7.99KLOC，再構
築後の影響範囲の期待値は 6.99KLOCとなった．式
2より，再構築前後で保守開発工数は 13%削減できる
という試算結果が得られた．
再構築後の実績値と，再構築前の実績値に対して

13%削減した試算結果の比較を表 3に示す．結合テス
ト 1および 2 の規模において，提案手法の効果モデ
ルで試算結果は実際の再構築後の実績値より小さい
値となった．また，開発生産性は試算結果が実績値よ
り大きくなった．
5. 3. 4 評価 2：効果試算結果に対する考察
表 3より，提案手法の効果モデルで試算結果は，実
際の再構築後の実績値と比較して乖離は-28%～+68%

であった．乖離の程度はさまざまであるが，テスト規
模は実績値の方が大きく，開発生産性は実績値の方が
小さいため，全てにおいて試算結果ほど効果を得るこ
とはできなかった．
表 1 より，再構築前後の削減率が正である結合テ
スト 1（平均値と中央値）および結合テスト 2（平均
値）においては，再構築後の実績値と効果モデルの試
算結果の乖離が-10%以上と，乖離が小さくなってい
る．一方で再構築前後の削減率が負の比較項目に関し
ては，乖離率が-28%と乖離が大きくなっている．

RQ2への回答� �
提案手法の試算結果と実績値の乖離は-77%

～+68%となった．ただし一部比較項目におい
て，再開発前より再開発後の実績値が悪化して
おり，テスト規模削減および生産性向上が前提
である効果モデルの正確性の評価が難しい．� �
5. 3. 5 妥当性の脅威
コスト試算モデルにおいて，本実験では依存関係 1

本あたりの実装行数を，プログラム 1 個あたりの平
均行数から試算した．実際には事前検証などを実施す

ることで，依存関係 1 本あたりの実装行数をより精
緻に求めることができる．しかし，一般的な実開発に
おいて計画段階で事前検証を行うことは難しい．表 2

より，本実験の計算方法でも計画時点の試算より乖離
率が小さいことから，プログラム 1 個あたりの平均
行数を使った試算精度であっても許容できる．
効果試算モデルにおいて，乖離率の閾値を決める
ベースラインが存在していないため，効果試算モデル
が正確性があると判断できる乖離率の上限・加減が存
在しない．そのため，効果試算モデルが正確であるか
否かの判断が難しい．
さらに，見積りの正確性の評価指標として乖離率以
外の指標も存在する．本研究では実績値との乖離率を
もって RQ の回答としたが，別の指標を採用するこ
とでことなる結果となる可能性がある．
また，表 1 より，結合テスト 2 規模（中央値）の
増減率が正に，また開発生産性（平均値と中央値）の
増減率が負になっており，むしろ再構築前と比較して
再構築後は悪化している．したがって，段階的再構築
によりテスト規模の削減および保守開発工数の削減
効果が得られない懸念があり，前提から検証する可能
性が考えられる．

6 関連研究
Leitch らは，リファクタリングにおける依存関係
分析を用いた費用対効果の試算方法を提案した [9] ．
Leitch らの手法では，制御依存とデータ依存の依存
関係からリファクタリングにより削減可能なシステ
ムの保守コストを試算する．また COCOMO IIを用
いてリファクタリングの実施コストを試算する．しか
し，Leitch らの手法ではシステム内のリファクタリ
ングの際の投資対効果を算出することしかできず，段
階的再構築の投資対効果を試算する点で異なる．
Cuiらは，依存関係の修正方法と修正作業コストの
相関関係を調査した [5]．これにより，依存関係の種
類ごとに修正作業コストを見積もることができる．た
だし，依存関係の修正方法にシステム切り出しがない
点が，提案手法の費用試算とは異なる．
Rebêlらは，アスペクト指向切り出しにより，オブ
ジェクト指向設計と比較して，設計上の安定性と保守



表 3 効果試算：段階的再構築前後の比較

実績値（再構築後） 効果モデルの試算 乖離率
平均値 結合テスト１規模 [KLOC] 21.24 19.79 -7%

結合テスト 2規模 [KLOC] 23.28 20.91 -10%

開発生産性 [KLOC/人月] 0.19 0.32 +68%

中央値　 結合テスト１規模 [KLOC] 13.53 12.86 -5%

結合テスト 2規模 [KLOC] 21.49 15.46 -28%

開発生産性 [KLOC/人月] 0.19 0.27 +42%

作業の関係性を調査した [11]．これにより，アスペク
ト指向切り出しによる保守開発コストの削減効果を
試算できる．ただし，アスペクト指向切り出しではな
く，別システムに切り出す点で，提案手法の効果試算
とは異なる．
Caiらは，ソースコード，アーキテクチャ情報，バー
ジョン履歴をもとに，リファクタリングの費用対効果
を判断するフレームワークを開発した [3]．費用対効
果を判断するフレームワークとして，提案手法と類似
している．一方で費用試算の具体的な試算方法は示さ
れていない．また効果試算は影響範囲に着目しておら
ず，過去のリファクタリング作業との相関関係により
試算する点で，提案手法とは異なる．
Xiaoらは，アーキテクチャの技術的負債と保守開
発コストとの相関関係を調査した [12]．これにより，
技術的負債の存在による保守開発コストの増加量を
試算できる．ただし，システム切り出しによって保守
開発工数の削減量を試算しない点で，提案手法とは異
なる．
小林らは，システム障害予測の精度向上を目的とし
て，変更の影響波及量を定量化するメトリクスを提案
した [13]．依存グラフを用いて変更の影響範囲を見極
める点で，提案手法と類似しているが，障害予測の精
度向上を目的としており開発工数の削減量試算を目
的としていない点で，提案手法と異なる．
早瀬らは，保守開発作業の労力見積りに用いること
を目的として，影響波及解析を使ったメトリクスを提
案した [14]．依存グラフを用いて変更の影響範囲を見
極める点で，提案手法と類似している．しかし早瀬ら
の手法は，特定のプログラムの保守コストの試算のみ
実施しており，システム全体での保守コストの削減率

を試算する提案手法と異なる．

7 まとめと今後の課題
段階的再構築の戦略を採用することで，ソフトウェ
アシステムのモダナイゼーション失敗リスクを軽減
できるが，再構築コストが計画段階より大きく増大
する傾向がある．また，段階的再構築の効果の定量化
が難しく，再構築の投資判断が進まない現状がある．
そこで本研究では，書くの段階的再構築を実施したシ
ステムに対して，依存関係分析を用いた費用対効果試
算の見積手法を適用し，実績値との乖離度合いを比
較した．評価の結果，費用試算は実績値と乖離率が小
さかったのに対し，効果試算は実績値との乖離が大き
かった．
今後の課題として，以下の 3点が挙げられる．
評価結果の信頼性向上 現時点では 1 つの案件で
のみ評価を行なった．評価対象のシステムを増や
して交差検証を行うなど，評価結果の信頼性を向
上させることは今後の課題である．
依存関係の拡充 本研究ではプログラムの呼び出し
関係のみを依存関係として解析した．他にもデー
タベースアクセスなど，依存関係の種類は存在す
る．依存関係の種類を増やし，試算結果の精度が
向上するのかといった評価は今後の課題である．
他言語への適用 本研究では，COBOL 言語を対
象に試算を行った．COBOL 以外の言語でも提
案手法を適用して試算結果が得られるのか，今後
の課題である．
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